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「国の責任による社会保障制度の拡充、介護保

険の改善、７５歳以上の医療費負担の原則２割化

に反対する」三つの署名の提出集会・国会行動が、

５月２２日に１５０人を超える参加で開催されま

した。

今回の提出行動では、２５条署名８万４７８０

筆、７５歳２割化反対署名１３万３６４９筆、介

護改善署名２万４２７７筆の合計２４万２７０６

筆の署名を国会議員に託しました。（この内東京

からは、２５条署名８，７０８筆、７５歳９，５

５５筆を提出）

この行動の前段では、ＮＰＯ法人医療制度研究

会副理事長の本田宏先生が「平成から令和へ、消

費税＆医療・社会保障改悪どうする」と題して講

演を行いました。

署名提出集会では、全労連介護ヘルパーネット

や日本高齢期運動連絡会の代表が訴えを行い、東

京社保協からは石村副会長（東京土建）が、「け

がと弁当は自分持ち」といわれた時代への逆行は

許さないと決意表明を行いました。

提出集会には、日本共産党の倉林明子、紙智子

両参院議員、清水忠史衆院議員、国民民主党の下

條みつ衆院議員があいさつを行いました。

幅広い政党・団体・個人

の共闘で、１０月からの

消費税増税を中止に追い

込もうと、５月２４日に

「１０月消費税１０％ス

トップネットワーク」主

催の中央集会が日比谷野外音楽堂で開催され、首都

圏を中心に１５００人が参加しました。

主催者あいさつに立った「１０％ストップネット」

の呼びかけ人でジャーナリストの斉藤貴男さんが

「消費税は常に弱い立場の者がより多く負担する。

何一つ良いことをもたらさない消費税増税を市民の

主導でやめさせよう」と訴えました。

主婦連・保団連・全国ＦＣ加盟店協会などの１０

％ネットの呼びかけ人が次々に訴えを行い、政党か

らは、日本共産党の小池晃書記局長、立憲民主党の

有田芳生副幹事長、国民民主党の日吉雄太国対委員

長代理があいさつを行いました。

また、山形・京都など全国で結成されている地域

ネットワークの代表や、集会を協賛した消費税１０

％・複数税率に反対する税理士の会の税理士が「複

数税率は百害あって一利なし」と告発しました。

集会終了後、銀座を経由して東京駅までパレード

を行いアピールしました。



４月２４日、大田社

保協は「介護予防・日

常生活支援総合事業シ

ンポジウム」を開催し

４１人が参加しました。

２０１８年５月に実

施した、区内の訪問・通所・居宅介護事業所の５

００事業所への「総合事業の影響に関する」アン

ケート結果を報告し実態を交流しました。

野口大田社保協事務局長は、６１事業所からの

回答をもとに報告。８９％の事業所が新総合事業

へ参入したが、利用者サービスが以前と比べて

「悪くなった」と回答したのは合計で４９％、特

に訪問介護事業所では５７％になりました。利用

者の不安や回数制限への不満などの意見が寄せら

れたと報告しました。「総合事業の修了者がいる

か」の設問には、２６％の事業所が「いる」と答

え、終了者の行先では「自費」３６％、「何も利

用していない」が４３％で多く、絆サービス（住

民主体のサービス）は７％と地域資源整備の遅れ

が浮き彫りになりました。

これを受けて、ケアマネでＮＰＯ法人の副代表

の入野さんは、「一番の問題は修了者（卒業？）

が不利益を受けていること。大田区は当事者の声

を活かした基盤整備ができていない」と指摘しま

した。新婦人の中島さんは、２０１７年に大田区

が発行したガイドブックの不適切な内容を改善さ

せたことを報告。総合事業に移行され「予防介護

が無くなり、多摩川の土手を足が痛いのを我慢し

て歩いている」「地域包括に総合事業移行のフォ

ローを」と訴えたが「職員一人で千人抱えていて

とても出来ない」と言われた、と報告。

会場からは、「今までデイサービスに行ってい

た人を訪ねたら、何処にも行けずに引きこもりに

なっていた」（ヘルパー）、「小規模なので経営

的にも厳しくいつまで総合事業を受けられるか？

だが頑張る」（居宅・訪問介護事業所）、「特養

は千人待ち、有料老人ホームは入所に３００万円、

毎月３０万円かかり、徘徊する妻を受け入れてく

れる所がない」などの切実な相談が、解決のため

に区と懇談していく。（菅谷共産党区議）など、

参加者から地域の実態が語られました。この実態

をもとに区との懇談を予定しています。

（大田社保協 野口修二事務局長）

清瀬社保協は５月１８

日、第２３回総会を開催

し４１人が参加しました。

第１部は、東京社保協

寺川事務局長が「社会保

障改悪と地域での運動」

と題して記念講演を行いました。その内容は、①

アベノミクスで日本はどうなったのか、②憲法か

ら見える社会保障の理念と社会保障制度改革推進

法、③国民健康保険が国民皆保険制度の根幹、④

悪政の防波堤としての住民福祉を守る自治体に、

という内容でした。

特に国保制度改善については、清瀬市でも「国

保財政健全化計画」が策定され、来年度から１２

年間にわたって一般会計からの繰入金６.４億円を

解消するというものです。最終年度には、被保険

者一人当たり３６，０００円もの値上げになりま

す。

清瀬社保協として、値上げに反対する運動とと

もに法定軽減の対象を広げること。子どもの均等

割の軽減を第１子（現在第２子以降）から実施さ

せることなどを市に求めていきます。

運動方針では、今年度の重点として①国保税値

上げストップ、②特養ホームの建設運動、これら

を基本として宣伝・署名運動を行って行くこと。

また、対市交渉を更に強め、相談活動をさらに充

実させていくことを全体で確認しました。

（清瀬社保協 末永雄三事務局長）
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４月２０日、亀有リリオパークにおいて「いの

ち・くらし・雇用を守る無料なんでも相談会」を

開催し、１５団体４０人が参加し４９人が相談に

訪れました。なお、相談の内訳は「債権回収会社

から多額の請求がきたが覚えがない」など法律に

関わる相談が８件、「既往症があり、通う病院の

都合もあり住宅を変えたくないが、区からもっと

安い所へ変われと言われた（生保利用者）」など

くらしの相談が７件、医療・介護関連が６件、そ

の他住宅・税金などの相談（血圧測定含む）が２

８件でした。

今回の相談の特徴は、一人で複数以上の相談に

訪れた人が１２人と多かったこと。また、世相を

反映した相談（過剰請求書、親族の介護、病気と

住宅、墓探し、お隣

とのトラブル、外国

人の日本語教室探し

など）も数多く寄せ

られました。

午後の約５時間の

取り組みでしたが、

４９人もの相談が寄せられるなど、こうした相談

会の取り組みが求められていることを表しており、

今後年２回（春・秋）ではなく、規模を小さくし

て回数を増やすことも検討課題です。

（なんでも相談会報告より）

中野なんでも相談

実行委員会は５月２

３日、通算１００回

目となる「なんでも

相談会」を中野駅北

口広場で開催しまし

た。

今回の相談では、

医療や健診の相談や相続問題や財産に関わる相談、

「収入が１８万円で家賃が８万円で生活が大変」

など１５件の相談が寄せられ、３２人のスタッフ

で対応しました。

（実行委員会ニュースより）



５月１４日（火）、巣鴨駅前で「４の日」宣伝行

動を、消費税廃止東京各界連と共同で実施しまし

た。また、この行動の前段（１１時～１２時）で

は、介護保険改善の署名・宣伝行動も取り組まれ

ました。

当日はあいにくの雨模様でしたが、社保協と各

界連の弁士が交互に訴えを行いました。署名は雨

なので取り組みを控えましたが、「ぜひ署名がし

たい」と声がかかるなどの反応がありました。

この行動には、全体で３９人、その内東京から

２６人（土建１６人）が参加し、署名付きティッ

シュを約２５００個配布しました。

東京各界連は、第３波キャラバン宣伝行動を６月

７日（金）に実施します。消費税増税問題では、

与党の中では様々な動きもありますが、なんとし

ても消費税１０％中止を勝ち取るために、下記日

程でキャラバン行動を実施します。各団体・当該

地域から参加しましょう。
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＜実施日、６月７日＞
１０：５０～１１：５０ 北千住駅前、
１３：４０～１４：４０ 赤羽駅東口

１５：４０～１６：４０大山ハッピーロード


